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▷精神障害者の交通運賃割引制度に関する意見書（全員一致で可決）
【全文】障害者基本法は、精神障害者についても身体障害者及び知的障害者と同様に「障害者」と定義しています。
　障害者の自立及び社会参加を促進するためには、公共交通機関等における経済的な移動手段が必要不可欠であります。現在、
身体障害者、知的障害者に対しては鉄道、バスの運賃や高速道路などの運賃割引制度の実施により、経済的負担の軽減がされ
ていますが、精神障害者は除外されています。
　よって、国におかれては、交通運賃割引制度について、交通事業者に対し、精神障害者についても身体障害者、知的障害者と
同等に適用となるよう、必要な措置を講ずることを強く要望します。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
提出先＝衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、国土交通大臣、内閣官房長官

委員会提出議案

請願の審議結果議員提出議案
▷新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める
意見書＝新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危機に直面し
ている。地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度においても、地方税・地方交付
税など一般財源の激減が避けがたくなっている。また、地方自治体では、医療介護、子育て、地
域の防災・減災、雇用の確保など喫緊の財政需要への対応をはじめ、長期化する感染症対策にも
迫られ、地方財政は巨額の財政不足を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予想されるこ
とから、令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、地方税財源の確保を確実に実現する
よう、国に対して意見書を提出しようとするもので、全員一致で可決されました。

▷精神障害者の交通運
賃に関する請願＝精神
障害者の交通運賃割
引制度の適用に関する
意見書が可決されたこ
とにより、みなす採択と
なりました。


